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1．はじめに 

  

 札幌市と道南方面を結ぶ国道 230 号中山峠では, 図-1

に示すように, 過去の融雪期において斜面災害がたびた

び発生している 1). 中でも, 2000 年と 2012 年の災害は

大規模な地すべりであり, 長期間におよぶ交通の障害と

なるなど深刻度が大きいものと考えられる. 災害の誘因

として降雨に加え融雪が挙げられているものの, 融雪や

それを含む災害発生危険度に関しては定量的な評価には

至っていない. 

 斜面災害発生の危険度の評価方法に関しては, 実効雨

量による手法や土壌水分量をタンクモデルによって考慮

した土壌雨量指数を用いる手法が提案されている. 土壌

雨量指数は, 気象庁と都道府県が共同で発表する「土砂

災害警戒情報」2)として運用されているものの, 対象と

する斜面災害は大雨によるものであり, 融雪を含む災害

は含まれない.  

 そこで本研究では, 災害現場付近における降雨に加え

融雪を勘案した土壌水分量指数を推定すると共に, 流域

の水循環に基づき土壌水分の状態を表す流域貯留量の推

定手法を提案した. また, 以上の推定を包括した斜面災

害発生危険度の定量的な評価を試みた. 

 

2. 研究の背景 

 

2-1 災害事例の概要 

 札幌市と道南方向を結ぶ国道 230 号中山峠では, 2000

年 5 月の災害により, 1969 年に開通して以来初めてとな

る全面通行止めに至った（図-2）. 写真-1:左 は 2000

年 5 月の被災現場での写真であるが, この災害において,

延長約 550m, 幅 50~90m の範囲で, 約 200,000m3の土砂

が崩壊した. 崩壊により発生した地すべり土塊は下方に

ある無意根大橋の橋脚 P-3 の足元まで達したほか, 薄別

川まで達し, 河道閉塞が発生した. 

 写真-1:右 は 2012 年 5 月の被災現場での写真である

が, この災害において, KP40.6 地点（起点：札幌市）

では, 道路幅約 10m, 道路延長約 86m の範囲で地すべり

が発生し, KP40.8 地点においては, 盛土法面が幅（道路

延長）約 40m, 横断幅約 110m の範囲で, 約 13,000m3 の

土砂が崩壊した. また, 同日に地すべりのほか, 切土の

り面崩壊, 盛土崩壊など数種類の災害が同時期に発生し, 

災害発生後, 片側交互通行が再開されるまでに 20 日間

を要した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2 近年の融雪期における水文環境の変化 

融雪期に相次ぐ斜面災害の誘因を探るため, 災害現場

の北側約 5km に位置している豊平峡ダム管理所（図-

2）で観測されている降水量, ダム流入量データを使用

して近年の現場周辺の水文環境を整理する. 

 図-3 は豊平峡ダム管理所における日雨量の最大値の

推移である. 図中の水色の棒グラフは年最大日雨量, ●

印は融雪期にあたる 4 月～5 月の最大日雨量である. こ

の図によると, 年最大日雨量の既往最大は 1981 年であ

り, 災害の発生した 2012 年 5 月 4 日の日雨量を超える

大雨は幾度も発生していたことがわかる. また, 融雪期

に限定しても, 本災害時の日雨量は既往最大ではなく, 

雨量規模においては本災害の特異性は見られなかった. 

ただし, 近年融雪期に最大日雨量が増加するような兆候

がみられ, 注意が必要である. 

 
図-2 災害発生箇所及び気象観測所 

 

図-1 災害履歴 1)    

 
写真-1 国道 230号中山峠の被災状況 

（左：2000年 5月 15日 右：2012年 5月 4日） 
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融雪や降雨は, 土壌を通り河川に到達する. すなわち,  

土壌に供給された水量の多さは河川流量に現れる. そこ

で, 災害現場を流域内に包含する豊平峡ダムにおける流

出状況を調べたものが図-4 である. この図は, 1 時間毎

の流入量データから, 1 年間の最大値と 4 月〜5 月の最大

値を抽出し図化した. 図中, 水色の棒グラフは 1 年間の

最大値, 青色の●印は 4 月〜5 月の最大値である. 

 図によると, 流入量の最大値は, 日雨量の最大値が観

測された 1981 年, 次いで 2011 年だが, 災害が発生した

2000 年, 2012 年, 2013 年は融雪期に最大規模の流入量が

記録されており, 近年において融雪期に年間最大流入量

となる傾向にあることがわかる. 

 以上から災害が発生した 2000 年, 2012 年の事例の誘

因として, 融雪水が大きく関与していたと考えられる. 

そこで, 融雪量と土壌が貯留していた水量を定量化し, 

貯留量に注目して本災害と過去の大雨時における状況を

比較する. 

 

3. 研究の方法 

 

3-1 土壌水分量指数とスネーク曲線による災害発生リ 

3-1 スクの評価方法 

 現在北海道における土砂災害警報の発表には, 危険度

判定図（スネーク曲線）が用いられており, 北海道の土

砂災害発生基準線（Critical Line :CL）及び各気象台の短

期降雨指標である 60 分雨量, 長期降雨指標である土壌

雨量指数の 3 つの要素によって判断されている 3). しか

し, この手法においては融雪が考慮されていないため,  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究では融雪を考慮した土壌雨量指数を以後「土壌水

分量指数 (Soil Water Index (SWI))」と称し, 次節の計算

により算出される流域貯留量と合わせて検証する. 

土壌水分量指数の推定にあたり, 融雪期における融雪

量（時間単位）を臼谷らが提案する手法 4)により求めた. 

また, 時間雨量データは災害現場付近の気象庁解析メッ

シュ雨量データを使用した. 以上で算出された時間融雪

量と時間雨量を気象庁で採用されている直列 3 段タンク

モデル（図-5）に入力し, 土壌水分量指数を算定した. 

タンクモデルの係数は現在気象庁で採用されている値を

使用した 2). 

 

3-2 流域貯留量による災害発生リスクの評価方法  

 災害の直接的な誘因となる土壌中に貯留される水分量

（以下流域貯留量という）は, 土壌水分計によって観測

されるが, 観測データのない状況においては推定した貯

留量の妥当性を評価することが難しい. そこで, 流域貯

留量を流域水循環の一つの変数として考え, 流域水循環

を構成する水文諸量（雨量, 雪量, 発散量, 流出量）を

包括的に推定し, 河川流量をもってその妥当性を検証す

ることにした. 

 流域貯留量の推定にあたっては, 臼谷ら 5)が構築した

水循環モデル(Long-term Hydrologic Assessment model 

considering Snow process (LoHAS)) を使用した(図-6). 

計算においては, まず積雪や融雪, 蒸発散量といった水

文諸量を, 中津川ら 6),7)が提案する手法を用いてメッシ

ュ単位で推定した. この手法は近藤ら 8)の提案する 2 層 

 

図-3 最大日雨量の推移（豊平峡ダム管理所） 

 

図-4 豊平峡ダムの年間および 4月～5月の最大流入量 

 

  図-5 土壌水分量指数計算の模式図 

 

 図-6 流域貯留量の模式図 
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モデルを基本に積雪・融雪過程を考慮したモデルである. 

これによって地上気象データ（日単位）から約 1km 四

方のメッシュ毎に水文諸量（降雨, 降雪, 積雪, 融雪, 

蒸発散量）を推定した. ここでは, 基礎データとしてダ

ム管理用に取得されているルーチンデータ（気温, 湿度, 

降水量, 風速, 積雪深, 日射量, 気圧）を使用した. ま

た地形や地被に関するデータは, 石狩川ランドスケープ

情報 8）を用いた. 

以上で算出された雨量, 融雪量, 蒸発散量を LoHAS

に入力し, 流出量を算定した. ここでは, メッシュの斜

面流出量をタンクモデルで算出し, kinematic wave 法で

ダム地点までの河道追跡を行った. 以上の計算によって

得られる各タンクの貯留高を流域貯留量とみなした. タ

ンクモデルの係数は, 臼谷ら 5)が使用した値を用いた.  

  なお, 流域貯留量を求めるタンクモデルの特徴として,  

基本的には土壌水分量指数で用いるタンクモデルと同様

であるが, 3 段目のタンクの浸透孔がないことで, 水収支

が担保されるという違いがある. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 結果と考察 

 

4-1 土壌水分量指数の推定結果とスネーク曲線 

図-7 は災害現場において 1 年間の土壌水分量指数を

推定し, 年最大土壌水分量指数が推定された日を含む 5

日間のスネーク曲線を作成した結果である. 図中の青

色・緑色の点線は, 災害が発生した 2000 年, 2012 年で

のスネーク曲線を示しており,  同色の実線は次節で推

定される同日の流域貯留量及び日最大雨量を示している. 

基準線のうち, 緑色が大雨注意報の発表基準線, 黄色が

大雨警報の発表基準線 , 赤色が土砂災害発生基準線

（CL）を表している. この図によると, 2 ヶ年とも土壌

水分量指数が年最大となった時とほぼ同時期に災害が発

生しており, ピーク時には大雨警報の発表基準線を大幅

に超えている. また, 2012 年 5 月 4 日 16 時には年最大と 

なる 219mm の土水分量指数が推算されるとともに, CL

も超えており, 実際に同日に災害が発生していることか

ら, 当時の状況を踏まえたリスク評価が可能であること

がわかる. 

  

4-2 流域貯留量の推定結果 

 前節で述べた手法により, 災害地点を包含する豊平峡

ダムにおける日単位の流入量を再現し, 実績流入量と比

較した. 対象期間は, 最大の日雨量が観測された 1981

年を含むように 1980〜2012 年とした. 

 流入量の再現結果を図-8 に示す. 図中, 水色の面は

実績流入量, 緑色の実線は計算流入量, 赤色の棒グラフ

は雨量と融雪量の合計値である. この図によると, 計算

流入量はその年ごとの流量変動を概ね再現しており, こ

のことからモデルにおいて流域の水収支および流域貯留

量の変動も妥当に表現されているものと推察される. 

 図-9は災害現場における流域貯留量を推定した結果 

 

図-8 流入量の再現結果（豊平峡ダム 1980～2012 年） 

 

図-9 災害現場の流域貯留量の推定結果（豊平峡ダム 1980～2012 年） 

 

図-7 災害現場付近におけるスネーク曲線 
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である. なお, ここでの流域貯留量は, 災害現場を包含

する 4 つのメッシュの値を平均したものを用いる. 図中

の青色・オレンジ色・灰色はそれぞれ 1 段・2 段・3 段

目のタンクの貯留高を表す. また赤色の実線は, それぞ

れの年における最大貯留量を表している. この図による

と, 災害現場の年最大貯留量は 150mm〜250mm で推移

しているものの, 1981 年・2002 年・2006 年・2012 年は

250mm を超えている. 貯留量の最大は 2012 年 5 月 4 日

の 271mm であり, 災害の発生したこの事例が 1980 年以

降の最大と推算された. 

 図-10は, 1981 年（日雨量の最大）, 2000 年（大規模

融雪洪水）, 2012 年の水文諸量及び貯留状況を比較した

ものである. この図によると, 日雨量の最大事例である

1981 年に比べ, 融雪期に災害が発生した 2000 年や 2012

年の事例は土壌水分量の大きい状態が長く続く傾向にあ

る. また, 2012 年 5 月 4 日の事例では, 連日の融雪によ

って前日の貯留量が 250mm にまで増大しているため, 5

月 4 日の雨量や融雪量が既往最大になるまでもなく, 流

域貯留量が既往最大に達したものと考えられる.  

また, 図-7より, 流域貯留量が土壌水分量指数の値と 

比較して大きく, 安全側の評価がなされていることがわ

かる. これは, 現在の気象庁の運用では土壌雨量指数を

計算するためのパラメータが日本全国で一定としている

のに対し, 流域貯留量は流域の特徴を反映したパラメー

タが設置されていることによるものと考えられる. 

 

5. 結論 

 

 本研究において得られた結果を以下にまとめる. 

1) 流域の水循環に着目した長期の水文諸量の推定と流 

出計算に基づき, 土壌水分の状態を定量的に評価す

る方法を提案した. またその妥当性は, 災害発生地

点を含むダム流域の流入量をもって確認した. 

2) 融雪を考慮した土壌水分量指数を算出し, スネーク

曲線を作成することにより斜面災害の発生リスクを

評価した. 加えて, 流域水循環に基づく流域貯留量

を算出し, 流域の特徴を反映した斜面災害の発生リ

スクを妥当に評価した. 

3) 提案した手法に基づき, 災害発生地点の貯留量を推 

定した. その結果, 2000 年と 2012 年の地すべりは貯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

留量が最大の時に雨量と融雪による影響を伴い発生

したと考えられる.  

 

以上, 流域水循環の視点から推定した貯留量は, 土砂災

害に関連する土壌水分を定量的に評価し, 土砂災害危険

度を判定する上で有効な情報と考えられた. 
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図-10 過去の大雨における貯留量の比較（上段：雨量, 融雪量, 積雪深,  下段：タンク貯留量） 
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